
令和２年度

中札内村役場総務課企画財政グループ

決算の概要



Ⅰ 令和２年度の決算の概要 

１ 全会計歳入・歳出の総額 

歳入総額  86 億 3,839万円 (前年度 74億 6,615万円) 

歳出総額  82 億 6,177万円 (前年度 68億 9,821万円) 

差引額  ３億 7,662万円 (前年度 ５億 6,794万円) 

 

【各会計の歳入・歳出】（単位：円） 

会計名 歳入決算額 歳出決算額 差引額 

一般会計 7,364,925,564 7,027,131,681 337,793,883 

国民健康保険特別会計 
467,915,594 456,020,908 11,894,686 

介護保険特別会計 320,587,540 302,058,792 18,528,748 

後期高齢者医療特別会計 72,395,751 71,621,966 773,785 

簡易水道事業特別会計 135,255,420 131,094,372 4,161,048 

公共下水道事業特別会計 277,312,949 273,846,601 3,466,348 

 

※一般会計、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計、簡易水道事業特別会計においては、

差引額のうち、次の金額を各基金へ積立します。 

一般会計  7,100万円（財政調整基金へ積立） 

国保会計  1,000万円（国民健康保険事業基金へ積立） 

介護会計   500万円（介護保険事業基金へ積立） 

簡水会計                  210万円（簡易水道事業基金へ積立） 

 

 

 

 

【財政用語の説明】 

●一般会計 

 中札内村の会計の中心をなすもので、福祉、産業、土木、教育など行政運営の基本的な経

費を計上した会計。 

●特別会計 

 特定の収入を特定の目的に対してのみ使用し、他と区分して経理を行う会計。中札内村

には国民健康保険特別会計など、上記の５つの特別会計があります。 

 



２ 令和２年度一般会計の概要 

（１） 中札内村一般会計の収支                   
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        実質収支 

（２）歳入の状況 

 

 

歳入総額 73 億6,493 万円 

１年間の収入 

7,364,926 千円 

１年間の支出 

7,027,132 千円 

歳入歳出差引額 

（形式収支） 

337,794 千円 

歳入歳出差引額 

（形式収支） 

337,794 千円 

繰越財源 

（R３へ繰り越した金額） 

195,842 千円 

財政調整基金 

(実質収支の 1/2) 

71,000 千円 

翌年度繰越額 

70,952 千円 



令和２年度の歳入決算額は、73億 6,493万円で令和元年度の歳入決算額と比較すると 

13 億 3,868万円の増加となりました。 

 歳入決算額が大幅に増額した要因は、新型コロナウイルス感染症による臨時財源として

国から交付金があったほか、ふるさと納税寄附金の増加によるものです。 

・ふるさと納税の状況（制度創設からの推移） 

年度 寄附件数 寄附金額（円） 

平成 20年度 14  1,002,660  

平成 21年度 4  710,080  

平成 22年度 4  723,820  

平成 23年度 3  907,560  

平成 24年度 6  2,499,000  

平成 25年度 14  2,422,000  

平成 26年度 62  2,802,000  

平成 27年度 269  5,739,000  

平成 28年度 1,210  15,601,050  

平成 29年度 1,604  20,602,001  

平成 30年度 4,401  53,935,778  

令和元年度 67,542  714,314,654  

令和２年度 68,008 759,834,763 

 

ふるさと納税の発展に向け、平成 28年度以降ポータルサイト掲載数の増加や寄附金使途

の明確化、選択できる返礼品の種類の増加、複数回寄附をされている方などへ直筆のコメン

トを寄附金受領証明書に添えるなどの取り組みを実施しています 

上記の取り組みにより前年度から寄附件数が 466 件の増、寄附金額が 4,552 万円の増と

なりました。また、リピーターとして何度も寄附をいただいている方が多いことも特徴です。 

 

引き続き、ふるさと納税を通じた中札内村のファンの拡大や村のアピールに取り組みま

す。 

 

 

 

 

 

 

 



・自主財源と依存財源 

 

 

村が自主的に収入できる財源を自主財源（村税、分担金・負担金、寄附金、使用料・手数

料、繰入金、財産収入・諸収入など）といいます。この割合が高いほど財政が安定し、自主

的な事業に取り組むことがでます。令和２年度の自主財源は 34 億 873 万円で収入額の

46.3％（前年度は 46.8％で△0.5％）となっています。 

 一方、国や北海道から交付される財源を依存財源（地方交付税、国庫支出金、道支出金、

村債、地方譲与税など）といいます。令和２年度の依存財源は、39 億 5,619 万円で収入額

の 53.7％（前年度は 53.2％で+0.5％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

（単位：円、％）

対前年度 対前々年度 Ｒ２年度 Ｒ元年度
(A) (B) (C) (A)-(B) (A)-(C)

3,408,734,010 2,817,746,172 2,104,079,721 590,987,838 1,304,654,289 46.3 46.8

村　　　税 676,353,863 673,493,928 652,745,539 2,859,935 23,608,324 9.2 11.2

内 分担金・負担金 45,784,406 43,942,718 53,239,358 1,841,688 △ 7,454,952 0.6 0.7

使用料・手数料 299,449,232 301,623,523 286,888,830 △ 2,174,291 12,560,402 4.1 5.0

財産収入 40,737,441 36,665,675 32,508,978 4,071,766 8,228,463 0.6 0.6

寄　附　金 766,996,763 722,114,654 60,904,609 44,882,109 706,092,154 10.4 12.0

繰　入　金 750,553,435 669,953,912 800,687,142 80,599,523 △ 50,133,707 10.2 11.1

訳 繰　越　金 471,846,001 107,275,008 102,824,060 364,570,993 369,021,941 6.4 1.8

諸　収　入 357,012,869 262,676,754 114,281,205 94,336,115 242,731,664 4.8 4.4

3,956,191,554 3,208,506,325 3,428,609,740 747,685,229 527,581,814 53.7 53.2

地方譲与税 94,991,000 95,120,009 95,023,000 △ 129,009 △ 32,000 1.3 1.6

利子割交付金 509,000 423,000 827,000 86,000 △ 318,000 0.0 0.0

配当割交付金 1,238,000 1,385,000 1,125,000 △ 147,000 113,000 0.0 0.0

内
株式等譲渡
所得割交付金

1,518,000 903,000 982,000 615,000 536,000 0.0 0.0

地方消費税
交付金
自動車取得税
交付金

環境性能割交付金 6,542,000 3,021,000 3,521,000 6,542,000 0.1 0.1

地方特例交付金 5,892,000 18,027,000 2,965,000 △ 12,135,000 2,927,000 0.1 0.3

地方交付税 1,783,852,000 1,741,601,000 1,745,679,000 42,251,000 38,173,000 24.2 28.9

交通安全対策
訳 特別交付金

国庫支出金 699,895,529 171,566,936 223,738,170 528,328,593 476,157,359 9.5 2.8

道支出金 279,240,025 749,855,403 884,010,570 △ 470,615,378 △ 604,770,545 3.8 12.4

村　　　債 976,285,000 331,982,000 364,244,000 644,303,000 612,041,000 13.3 5.5

法人事業税交付金 5,572,000 5,572,000 5,572,000 0.1 0.0

　合　　　　計 7,364,925,564 6,026,252,497 5,532,689,461 1,338,673,067 1,832,236,103 100.0 100.0

0.0667,000 603,000 644,000 64,000 23,000 0.0

11,673,000 1.3 1.4

10,465,977 21,055,000 △ 10,465,977 △ 21,055,000 0.0 0.2

自　主　財　源

依　存　財　源

99,990,000 83,553,000 88,317,000 16,437,000

令和２年度 令和元年度 平成30年度
増　減　比　較 構　成　割　合

区　　　　　分



（３）歳出（性質別）の状況 

 

 

 

 令和２年度の歳出決算額は、70 億 2,713 万円で令和元年度の歳出決算額と比較すると、

15 億 3,872 万円の増加となりました。歳入同様大幅に増加しましたが、令和元年度から役

場新庁舎建設工事が開始されたことによる普通建設事業費の増や新型コロナウイルス感染

症における特別定額給付金や感染対策事業費の増が全体の決算規模に大きく影響しました。 

人件費 職員給与や議員・非常勤報酬など 

物件費 旅費、需用費、委託料、備品購入費など消費的性質を持つ経費 

補助費等 村から一部事務組合や各種団体等に対して交付されるもので、負担金、補助金などの経費 

扶助費 社会保障制度の一環として、児童・高齢者などに対する支援に要する経費 

維持補修費 道路など公共施設の維持補修のための経費 

普通建設事業費 道路、学校、公園などの公共施設の建設や用地取得に要する経費 

繰出金 一般会計から特別会計に支出される経費 

積立金 基金の積立に要する経費 

公債費 村が借り入れた村債（借金）の元金や利子の償還金 

貸付金等 地域振興などを目的としたお金の貸付を行うための経費 

災害復旧事業費 災害復旧に要する経費（令和２年度は０円） 

歳出総額 70 億2,713 万円 



（４）歳出（目的別）の状況 

 

 

 

 令和２年度の歳出額を目的別でみると、一番多いのは総務費の 27億 8,112 万円

（39.6％）で、次いで民生費の６億 9,694 万円（9.9％）、土木費の６億 3,839 万円

（9.1％）となっています。 

種 類 内   容 

総  務  費 役場庁舎や財産の維持管理、選挙、統計などの経費 

民 生 費 高齢者、障がい者の福祉サービス、子育て支援、保育園などの経費 

土 木 費 道路や河川の維持管理や除雪などの経費 

教 育 費 学校教育や社会教育、文化関係や図書館運営に係る経費 

農 林 業 費 農業振興や農地改良に係る経費 

消 防 費 防災や救急・消防活動に係る経費 

公 債 費 村が借入をしている借金の返済金 

商 工 観 光 費 商工業や観光振興に係る経費 

衛 生 費 予防接種などの保健衛生関係、ごみ処理などの環境衛生に係る経費 

諸 支 出 金 特別会計への繰出金 

議 会 費 村議会の運営に要する経費 

労 働 費 労働者福祉対策、雇用対策に係る経費 

歳出総額 70 億2,713 万円 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳出額（目的別）を村民一人あたりで見ると？ 

村民一人あたりの支出額合計 

１７９万３，０９３円 ※村民一人当たりの歳出額は、 

「歳出額÷人口 3,919人」で計算しています。 

（人口は令和３年３月 31日現在） 

総務費 

70万 9,649円 

農林業費 

15万 4,693円 

民生費 

17万 7,837円 

土木費 

16万 2,896円 

教育費 

15万 7,481円 

公債費 

10万 5,723円 

衛生費 

6万 5,947円 

商工観光費 

7万 5,821円 

消防費 

12万 4,464円 

諸支出金 

4万 6,168円 

議会費 

1万 998円 

労働費 

1,416円 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

身近な施設やサービスの費用を見てみましょう！ 

資源ごみの回収・処理 

村民一人あたり 

 2,833円 

保育園の運営 

園児一人あたり 

 165 万 1,811 円 

小学校の運営 

児童一人あたり 

 29万 2,120円 

中学校の運営 

生徒一人あたり 

 35万 982円 

道路の維持・整備 

村民一人あたり 

 ５万 5,069円 

図書館の運営 

村民一人あたり 

 3,934円 

公園の管理 

村民一人あたり   

 5,973円 

村 の 負 担 153万 2,522円 

保護者の負担 311円 

国・道負担 ８万 2,678円 

そ の 他 ３万 6,300円 

村 の 負 担 29万 2,120円 

※教職員の人件費は除きます。 

（北海道が負担しているため） 

村 の 負 担 35万 982円 

※教職員の人件費は除きます。 

（北海道が負担しているため） 

村 の 負 担 2,784円 

その他の収入 49円 

村 の 負 担 ４万 3,294円 

国・道負 担 3,527円 

地 方 債 7,833円 

そ の 他 415円 

 

村 の 負 担 3,883円 

寄附金 51円 

 

 

 

村 の 負 担 4,034円 

ふるさと応援寄付金  1,939円 

 



 

 

村では、突然災害が発生した場合や財源不足などに対応するためのお金を貯金していま

す。このような貯金のことを「基金」と呼んでいます。現在、村には一般会計に 15 種類、

特別会計等に５種類の基金があります。 

 一般会計分における基金は、年度中に５億 5,204 万円を積み立て、７億 4,980 万円の取

り崩しを行いましたので、年度末の残高は 30億 8,793万円となりました（令和元年度末の

基金残高は 32億 8,569万円であり、１億 9,776 万円の減となりました） 

 ≪貯金の内訳は？≫ 

区分 令和２年度末 

財政調整基金 

（家計のやりくりのための貯金） 

10億 6,586万円 

減債基金 

（ローンを円滑に返済するための貯金） 

２億 4,719万円 

特定目的基金 

（その他の目的のための貯金） 

17億 7,488万円 

合計 30億 8,793万円 
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18.3 19.2 

20.1 18.9 17.7 

億円

年度

基金残高（貯金）の推移（一般会計分）

財政調整基金 減債基金 特定目的基金

中札内村の貯金はどれくらいあるの？（基金） 

 

37.5  38.9  34.9  32.9   30.9 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和２年度の主な積立内容】 

・公共施設等整備基金（余剰金の積立など） １億 7,210 万円 

 

※ふるさと納税に係る積立額 

・ふるさと活性化基金 9,455 万円 

・福祉基金  5,300 万円 

・豊かな環境等創成基金  5,200 万円 

・文化振興基金  5,400 万円 

・教育振興基金  1,000 万円 

 

【令和２年度の主な取り崩し内容】 

・公共施設等整備基金～道路改良舗装工事など 

  ２億 2,800 万円 

・庁舎整備基金～新庁舎建設工事費など 

 ２億 2,698 万円 

・食と農業農村振興基金～堆肥化処理施設 

ホイールローダ購入など 

 5,000 万円 

 

 

 

 

 

【財政用語の説明】 

●財政調整基金 

財源が不足した場合や特別な財政需要（災害復旧など）があった場合に、取り崩してその

財源に充てることができる基金です。 

●減債基金 

地方債の返済を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設置した基金です。公債費

（借金返済）が他の経費を圧迫するような場合には、減債基金を取り崩して公債費に充てま

す。 

●特定目的基金 

 福祉、教育や産業振興など特定の行政目的のために積み立てた基金で、その目的以外に

は取り崩すことができません。村には現在 13種類の特定目的基金があります。 



 

公共施設や道路などは長期間にわたって利用されるため、こうした施設等の

建設工事を行う場合は、起債（地方債で財源を調達すること＝借入）し、分割し

て償還をすることで世代間の負担の公平性を図っています。また、財政負担を後

年度に平準化することができます。 

このほか近年は地方交付税の不足分を国と地方が折半して補うための臨時財

政対策債も起債しています。 

令和２年度は、一般会計では９億 7,629 万円の借入を行い、３億 8,819 万円

の元金返済を行いましたので、年度末の残高は 46 億 6,541 万円となりました。

令和元年度末の地方債残高は 40億 7,731 万円であり、５億 8,810 万円の増とな

りました。 

 

【令和２年度末の地方債残高】 

一般会計   46 億 6,541 万円 

 

【令和２年度の地方債の返済額】 

一般会計 元金 ３億 8,819 万円 

 利子    2,586 万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

中札内村の借入はどれくらいあるの？（地方債） 

 



【令和２年度の地方債の借入額】※一般会計のみ 

・役場庁舎建設事業債・地中熱設備整備事業債 ６億 2,800万円 

（役場庁舎建設工事、役場庁舎地中熱冷暖房設備整備工事のため） 

・緊急防災・減災事業債 １億 6,650万円 

（北海道総合行政情報ネットワーク改修事業のため）      340万円 

（消防庁舎増築・改築事業のため）                     １億 6,310万円  

・公営住宅建設事業債 5,650万円 

（中札内団地、あけぼの団地ストック改善工事のため） 

・道路長寿命化事業債 3,070万円 

元大正・興和 31 号道路舗装補修工事 

元大正・共栄 35 号道路舗装補修工事 

・学校教育施設等整備事業債                 870万円 

・臨時財政対策債 8,056万円 

（普通交付税の財源補てんのため） 

・減収補てん債                       533万円 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

村の財政状況が良い状況なのか悪い状況なのか、将来的な財政状況に問題は

ないのかなどを判断するために、平成 21 年４月から「地方公共団体の財政の健

全化に関する法律」が全面施行され、健全化判断比率と資金不足比率を算定し、

公表することが定められました。 

 これらの比率は、全自治体の財政状況などを統一の基準で標準化したもので

す。 

 

■財政健全化判断比率とは？ 

 財政健全化比率は以下の４つの指標です。 

４つの指標には、それぞれイエローカード（早期健全化基準）とレッドカード（財

政再生基準）の２つの指標が設けてあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中札内村の健康診断について（財政健全化判断比率・資金不足比率） 

 

一般会計を自世帯、特別会計を子ども世帯と考えると・・・ 

 

実質赤字比率   ：自世帯の年収に占める年間赤字の割合 

連結実質赤字比率：自世帯の年収に占める年間赤字（子ども世帯含む）の割合 

実質公債費比率  ：自世帯の年収に占める実質的なローン返済額の割合 

将来負担比率    ：自世帯の負担となる実質的な負債総額が、自世帯の年収 

の何年分に相当するかを示した割合 

いずれかの指標がイエローカード（早期健全化基準）に該当すると、議会の議決を

経て財政健全化計画を定め、自主的に家計の健康回復（財政健全化）に取り組むこ

ととなります。 

 さらに、いずれかの指標がレッドカード（財政再生基準）に該当すると、議会の議決

を経て財政健全化計画を定め、国の指導・監督を受けながら、家計の健康回復（財

政健全化）に取り組まなければならなくなります。 



■中札内村の健康状況は？ 

令和２年度決算における中札内村の比率は次のとおりで、国が定めた基準を

超えている比率はありません。 

 

指    標 令和２年度 令和元年度 早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率 － ％ － ％ 15％以上 20％以上 

連結実質赤字比率 － ％ － ％ 20％以上 30％以上 

実質公債費比率 5.6％ 5.7％ 25％以上 35％以上 

将来負担比率 － ％ － ％ 350％以上   

 

※ 実質赤字比率、連結実質赤字比率で「－」％とあるのは、実質収支（収入―

支出―翌年度へ繰越すべき財源）が黒字であることを示しています。 

※ 将来負担比率で「－」％とあるのは、実質的な負債額がないことを示してい

ます。 

※ 上記指標は、現時点での速報値であり、今後変動する場合もあります。 

 

■資金不足比率とは？ 

資金不足比率とは、公営企業会計における資金不足額の事業規模（料金収入－

受託工事等）に占める割合で低いほど健全と言えます。財政健全化団体と同様に、

経営健全化基準（20％）を超えた場合には、経営健全化計画の策定や外部監査、

議会への報告が義務づけられます。 

村では、簡易水道事業会計（法非適）、公共下水道事業会計（法非適）が対象

となりますが、２会計とも資金不足は生じていないため資金不足比率は算出さ

れません。 

 

指    標 令和２年度 令和元年度 経営健全化基準 

簡易水道事業会計 － ％ － ％ 20％以上 

公共下水道事業会計 － ％ － ％ 20％以上 

 

 

 

 

 



～健全な財政運営のために～ 

令和２年度の決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の算出では、と

もに法律で定める基準を下回っており、財政健全化計画や財政再生計画、経営健

全化計画の策定は不要で、村の財政状況は健全な状態と言えます。 

しかし、ここで注意しなければいけないのは、法律で定める「早期健全化基準」

「財政再生基準」は、指定団体になる基準点を示したものであり、その基準を下

回っているから安心できるということではありません。 

近年は収入のうち、地方交付税の占める割合が高く、村の財政は国からの地方

交付税に左右されることから、こうした情勢に対応するためにも、毎年、村の各

種指標を分析し、財政状況やその要因などを明確にしたうえで、健全な財政運営

の努力をし続けることが求められています。 

 

・財政状況の経年変化 

 

上記の表は、過去５年間の中札内村の基金額比率と将来負担比率の経年変化をグラフ

にしたものです。 

 

基金額比率とは？ 

 年度末に有する全ての現金・基金額を標準財政規模で割ったもの 

 ※標準財政規模…地方自治体の一般財源の標準的大きさを示す指標で、その大きさは、 

「標準税収入額等＋普通地方交付税額＋臨時財政対策債発行可能額」で求められる。 

 

基金額比率が大きいほど、将来負担比率が小さいほど（グラフの左下に行くほど） 

財政状況は良いと言えます。 



Ⅱ 令和２年度に行った主な事業の内容 

（各事業費は１万円未満を四捨五入） 

（１） 保健福祉関連 

 

子育て世代包括支援センター事業 

 

 子育ての総合相談窓口として、老人保 

健福祉センター内に新たに設置しました。 

妊産婦、乳幼児から 18歳までのお子さん 

と保護者の方々を対象とし、保健師、管理 

栄養士、助産師などの専門職員が対応しま 

す。 

 

【事業費】 984万円 

【担当課：福祉課保健グループ】 

 

 

 

出産祝金事業 

 

 本村の子どもたちのために活用してほしいとした寄附者の意向を受けて、令

和２年度から「出産祝金制度」の対象範囲を第３子から第１子、第２子まで拡大

しました。 

●対象者 

・第１子・・・５万円（令和２年度から） 

・第２子・・・５万円（令和２年度から） 

・第３子・・・10万円 

 

【事業費】 195万円 

【担当課：福祉課福祉グループ】 

 

 

 

 



 

 

  

風しん抗体検査・風しん予防接種 

 

風しん抗体保有率が低い世代の男性に対する抗体検査・予防接種を実施し、風

しんの感染拡大防止を図りました。 

●対象者 

・昭和 37年４月２日～昭和 54年４月１日までに生まれた男性 

  

【事業費】 83万円（受診者負担なし） 

【担当課：福祉課保健グループ】 

 

 

 

七色献立プロジェクト 

 

 地場産野菜の健康効果や野菜料理等の普及啓発を 

図り地域全体の食生活改善を目指しています。 

 健康への取り組みで貯めたポイントは景品と 

交換できるほか、令和２年度からは村内の小・中学 

校へ寄附できる仕組みを追加しました。 

 また、ウォーキングイベント、タニタ栄養セミナー 

、運動セミナーを開催しました。 

 

【事業費】 973万円 

【担当課：福祉課保健グループ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（２） まちづくり関連 

 

移住・定住促進奨励 

 

 世帯主又は配偶者が 40歳未満又は中学生以下の子どもがいる方が中札内村に

移住するため、もしくは移住してから５年以内に住宅を取得した場合、「移住促

進奨励金」として、新築住宅の場合は１戸につき 50万円（中古住宅購入の場合

は取得価格の５％以内で限度額が 50万円）を交付しました。 

※上記条件を満たさない場合にも、下記の通りの奨励金が交付されます！ 

・十勝管内からの移住  10万円 

・十勝管外からの移住  15万円 

・道外からの移住  30万円 

【事業費】移住奨励金６件 280万円 

 なお、村では移住奨励金のほかに「定住促進奨励金」として、住宅の新規取得

者に対して、固定資産相当額の助成も行いました。 

【事業費】定住促進奨励金 95件  686万円 

【担当課：施設課施設グループ】 

 

中札内スタイル住宅への奨励 

 

 「中札内スタイル」の建設基準を満たす住宅を新築された方に 50万円を交付

しました。（さらに、北方型住宅の基準を満たす場合には 30 万円を上乗せして

交付しています。） 

【事業費】中札内スタイル住宅への奨励金 10件  590万円 

【担当課：施設課施設グループ】 

 

民間賃貸住宅家賃の助成 

 

 村内の民間アパートに住んでいる方で、給与収入が 420～570万円以下、住宅

手当月額が 15，000円以下の方に、（家賃月額－２万５千円）×１／２の額を助

成しました。（条件付きで一戸建て賃貸住宅も対象となります。） 

【事業費】民間賃貸住宅家賃助成 56件 511万円 

【担当課：施設課施設グループ】 

 

 



 

    日本で最も美しい村連合事業 

 

 景観づくりに取り組んでいる市町村が加盟する「日本で最も美しい村」連合の 

取り組みを通じ、村の魅力を発信するとともに、先進自治体との情報交換や広域

での取り組みを進めました。 

 

【事業費】 55万円 

【担当課：総務課企画財政グループ】 

 

    ホームページのリニューアル 

 

本村のホームページをサーバー機器更新に合わせて、リニューアルしました。必

要な情報を探しやすいページレイアウトの構成及び SNS（ソーシャル・ネットワ

ーク・サービス）を活用した情報発信の強化を図りました。 

 【事業費】 516万円 

【担当課：総務課企画財政グループ】 

  

 

結婚新生活支援事業 

 

 地域における移住・定住対策及び少子化対策の強化を図るため、結婚を機に本

村で新生活を迎える新婚世帯への支援を行いました。 

●対象者 

 ・令和２年１月１日から令和３年３月 31日までに婚姻届を提出し、受理され

た夫婦 

 ・夫婦の合計所得が 340万円以下 

 ・婚姻届提出時に、夫婦双方の年齢が 34歳以下 

 ・対象となる住居が中札内村内にあること 

 ・夫婦双方ともに村税等を滞納していないこと 

 ・過去にこの制度に基づく補助を受けていないこと 

●内容 

 ・上記の条件に該当する新婚世帯に対し、新婚に伴う住宅費及び引越し費用を

最大 30万円助成 

【事業費】 30万円 

【担当課：住民課住民グループ】 



 

（３）教育・文化・スポーツ関連 

 

    英語教育環境の充実 

 

令和２年度から小学５・６年生で英語が教科化され、配置している小学３・４

年生においても外国語活動が実施されることから、平成 30年度から配置してい

る常勤の指導助手について、地域おこし協力隊制度を活用し、１名増員しました。

また、高校生以下の児童生徒に各種英語検定の検定料を助成しました。 

 【事業費】 

外国語指導助手配置 852万円 

各種英語検定料助成  14万円 

【担当課：教育委員会教育グループ】 

 

    通学費等助成事業 

 

経済的理由によって高等学校に修学することが困難と認められる生徒の保護

者に対し、負担軽減のため通学費や下宿代の一部を助成しました。 

 【事業費】 69万円 

【担当課：教育委員会教育グループ】 

 

交流の杜道道取付道路拡幅工事 

 

 道道中札内インター線から中札内交流の杜サッカー場までの道幅が狭く、安

全確保のため、拡幅工事を行いました。 

【事業費】 627万円 

【担当課：教育委員会教育グループ】 

     

文化振興奨励事業補助 

 

 毎年、村民が自主的に芸術文化に取り組むための環境整備を推進し、すべての

世代で優れた芸術や文化に触れる機会が増えるように補助を行っています。 

【事業費】 

文化振興奨励事業補助金 394万円 

【担当課：教育委員会教育グループ】 



（３） 農業・林業・商工観光関連 

 

道の駅整備事業設計委託 

 

 豆資料館内にある観光協会事務所をカントリープラザ内に移転し、観光イン

フォメーション機能を強化させるほか、屋内遊具や授乳室の整備を行い、親子が

より安心して利用できる環境を整えるため、令和３年度の改修に向けた設計委

託を行いました。 

 

【事業費】 629万円 

【担当課：産業課産業グループ】 

 

 

大規模草地育成牧場設備補修工事 

 

 大規模草地育成牧場のパドック移設 

や旧バンガーサイロの撤去を行いました。 

 

【事業費】 479万円 

 

 

 

【担当課：産業課産業グループ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（４） 生活基盤整備・消防関連 

 

    新庁舎建設事業 

 

令和元年度から２年度において、新庁舎の建設工事を行いました。新庁舎では

地中熱を利用した冷暖房システムを導入し、二酸化炭素排出と維持管理費の抑

制を図りました。 

２ヵ年で建設工事を行うため、建設工事、地中熱設備整備工事、工事監理委託

については継続費を設定しました。 

 

【事業費】継続費総額  12億 6,721万円 

令和２年度分 ９億 3,762万円 

令和元年度分 ３憶 2,959万円 

【担当課：総務課総務グループ】 

 

 消防庁舎増築・改築工事 

 

 激甚化する災害に備えて地域の 

防災・消防機能を強化するため、 

消防庁舎の増築・改修工事を行い 

ました。 

  

【事業費】 ３億 1,257万円 

 

 

【担当課：総務課総務グループ】 

 

橋梁・道路長寿命化事業 

 

 老朽化や劣化により車両走行等に支障がある路線について、改良舗装工事、橋

梁補修工事を行いました。 

 

【事業費】 １億 4,066万円 

【担当課：施設課施設グループ】 


